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前
述
の
と
お
り
、
今
後
の
健
康
保
険
料
率
を
考
え
る
上
で

重
要
な
要
素
と
な
る
保
険
給
付
費
と
納
付
金
（
高
齢
者
医
療

へ
の
負
担
金
）
は
着
実
な
増
加
が
見
込
ま
れ
、
健
康
保
険
料

率
の
引
き
上
げ
は
不
可
避
な
状
況
に
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
下
で
、
先
の
組
合
会
で
確
認
さ
れ
た
健
康

保
険
料
率
の
推
移
の
予
測
は
下
表
の
と
お
り
で
す
。
こ
の
な
か

で
一
番
影
響
の
大
き
い
後
期
高
齢
者
支
援
金
の
全
面
総
報
酬
割

へ
の
移
行
に
つ
い
て
は
、
平
成
28
年
度
は
2
／
3
総
報
酬
割
、

平
成
29
年
度
に
全
面
総
報
酬
割
導
入
を
織
り
込
ん
で
い
ま
す
。

　

一
方
、
平
成
26
年
度
か
ら
「
法
定
準
備
金
」
の
制
度
が
変

更
と
な
り
、
積
立
基
準
が
給
付
費
は
2
カ
月
以
上
（
従
来
は

3
カ
月
以
上
）、
納
付
金
は
１
カ
月
以
上
（
従
来
も
１
カ
月
以

上
）
と
な
り
ま
し
た
。
基
準
積
立
残
高
を
超
え
る
フ
ァ
ン
ド
は

取
り
崩
し
が
可
能
で
あ
り
、
こ
の
フ
ァ
ン
ド
は
平
成
30
年
度
以

降
の
料
率
引
き
上
げ
抑
制
に
使
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

今
後
も
健
保
組
合
の
財
政
を
取
り
巻
く
環
境
に
つ
い
て
は
、

後
期
高
齢
者
支
援
金
の
算
出
方
法
の
変
更
に
よ
る
負
担
増
の

ほ
か
、
加
入
者
の
医
療
費
負
担
に
つ
い
て
も
増
加
傾
向
は
避
け

ら
れ
な
い
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。
収
支
の
均
衡
と
一
定
水
準
の

別
途
積
立
金
残
高
確
保
の
た
め
の
分
析
と
情
報
収
集
を
、
継

続
し
て
参
り
ま
す
。

　

保
険
給
付
費
の
増
加
と
後
期
高
齢
者
支
援
金
の
2
／

3
総
報
酬
割
へ
の
移
行
を
織
り
込
ん
で
お
り
、
収
支
均

衡
料
率
は
83
・
8
‰
の
水
準
に
上
昇
す
る
見
込
み
で
す
。

「
別
途
積
立
金
」
の
取
り
崩
し
に
よ
り
対
応
す
る
も
の

の
、
健
康
保
険
料
率
は
4
‰
～
5
‰
程
度
の
引
き
上
げ

を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

平成28年度予測
　

引
き
続
き
保
険
給
付
費
の
増
加
と
後
期
高
齢
者
支

援
金
の
全
面
総
報
酬
割
導
入
を
織
り
込
ん
で
お
り
、
収

支
均
衡
料
率
は
88
‰
と
な
り
ま
す
が
、
別
途
積
立
金
を

取
り
崩
す
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
健
康
保
険
料
率
は
平
成

28
年
度
据
え
置
き
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

平成29年度予測
　本年度より健保組合が保有する医療費の明細（レセプト）や特定健診・保健指導など各種データの収集・
分析を裏付けに保健事業の拡充を図り、自らの健保組合加入者の健康増進を促し、ひいては医療費の抑
制を目的とするデータヘルス計画が始まります。
　データヘルス計画とは、「費用対効果」の観点を踏まえ「医療費の明細（レセプト）・健診データの活用」
のほか「健保組合の状況に応じた事業」「健保組合と事業主の協働（コラボヘルス）」「外部専門業者の活用」
等をキーワードに「PDCA サイクル」による長期に亘る保健事業の推進計画です。第１期である平成 27
～ 29 年度は、第２期（平成 30 年度～）の本格稼働に向けての試行期間として位置づけられています。

　当健保組合・事業主の現在の保健事業に対する取組状況は以下のとおり、他健保比でもよい状況にあり、費用対効果の観
点からも今計画の中心は現行の取組みの継続・向上となります。
＊「現状」の全健保組合平均との比較の数値は健康保険組合連合会からの、特定健診・保健指導は平成 25 年度、医療費は平成 26 年

度の 1 ～ 10 月診療分の実績値によります。

第１期計画とは？　― これまでの保健事業を大きく変えるものではありません！ ―

平成
27
年度 から

計画のスケジュール　― 第１期は試行期間です！ ―

計画の位置づけ

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 30 年度平成 29 年度 平成 32 年度平成 28 年度 平成 31 年度

第    １    期 第    ２    期
試 行 期 間

（第２期に向けて健保組合が試行錯誤を
重ね、かつデータを蓄積する期間）

本 格 稼 働
（第１期の取組みを踏まえ、本格稼働。なお、
特定健診・保健指導第 3 期取組みを統合）

すべての健保組合で「デー
タヘルス計画」を作成

「データヘルス計画」の実施
（第１期の終期は平成 29 年度）

「データヘルス計画」の実施
（第２期の終期は平成 34 年度）

平
成
30
年
度
以
降
は

　
　
　

５
年
サ
イ
ク
ル

社員関連項目
主な状況 項　目 対象者 　現　　　　　状　　　（＊） さらに取り組むべき事項

新規取組（または強化対策）継　続　取　組

受診率 70% を目指す。
また高年齢層への受診勧奨を実施する。

受診率 70% を目指す。
また高年齢層への受診勧奨を実施する。

費用対効果の観点より、大都市の指導該当
者に対し、外部委託業者による指導を検討。

「歯科」については費用対効果の観点も踏
まえ、対策を検討・実施する。

65 歳以上（前期高齢者）の層については
健診・医療データの蓄積→詳細分析の上、
対策を要検討。

さらなる使用率向上のためのジェネリック
通知の発送・情報宣伝活動の強化を行う。

注保健事業の主体は「社員」は健康管理
センター、「被扶養者（任意継続被保険
者者含む）」は健保組合。

体　　制

特定健診・
特定保健
指導

医 療 費

健康診断
受診率

社　　員

被扶養者

社　　員

被扶養者

社　　員

被扶養者

社　　員

被扶養者

共　　通

共　　通

事業主と健保組合の
コラボヘルス

特定健診
実施率

特定保健
指導実施率

加入者1人
当たり医療費

ジェネリック医薬品使用率

全店に跨る健康管理センターが配置されており、
受診率はほぼ 100%。また、健診結果のトレー
スを確実に実施（重症化予防）。
受診率は 60% 台前半だが、他健保 (40% 未満 ) 比
かなり高い水準。 ただし、高年齢層の受診率が低い。
事業主が実施する健診費用等その一定額を健保組
合が負担。また、毎月健康管理センターと健保組
合で打合せを実施するなど保健事業を協働で推進。
実施率は100%に近く、他健保比高い水準で実施。
メタボ関連の数値も他健保比良好。

受診率は 60% 台前半だが、他健保（40% 未満）比か
なり高い水準で実施。メタボ関連の数値も他健保比良好。
他健保比かなり高い水準で実施。
指導完了率は 45% の水準を目標としている。
実施されていない。
5 歳刻みの社員1人当たり医療費は全般的に他
健保比やや高めだが、特段対策を講じるレベル
ではない。ただし 65 歳以上は特に高い。
5 歳刻みの加入者 1人当たり医療費は概ね他健
保水準をやや下回る水準。
医療費の約 1 割強を占める「歯科」について対策
がなされていない。
社員・被扶養者ともに他健保平均水準。

（注）  ＜ ＞内は収支均衡料率
収支均衡料率は支出を賄うのに必要な料率

収入

単位：億円

支出

健康保険の経常収支と内部留保残高の推移

+2.3 － －+1.3

（積立方針）積立金残高は 10 億円規模を維持する。

＜73.7‰＞ ＜72.8‰＞
＜75.5‰＞

＜78.6‰＞

＜83.8‰＞ ＜88.0‰＞

収支赤字
▲10.2

保険料収入
115.0

保険給付費
57.9

保健事業費
8.8

納付金
高齢者医療

負担金
58.0

+5.0‰
+2.5 ‰

+2.5 ‰

保険料率

被保険者
事業主

24.0‰
44.0‰

68.0‰

Ｈ24 年度
実　　績

対H23
増減

収入 支出

収支黒字
＋9.0

保険料収入
132.5

保険給付費
57.6

保健事業費
8.6

納付金
高齢者医療

負担金
56.6

+10.0‰
+5.0 ‰

+5.0‰

保険料率

被保険者
事業主

29.0‰
49.0‰

78.0‰

Ｈ25 年度
実　　績

対H24
増減

収入 支出

収支黒字
＋4.3

保険料収入
133.8

保険給付費
59.2

保健事業費
9.2

納付金
高齢者医療

負担金
60.6

+0.0‰
+0.0 ‰

+0.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

29.0‰
49.0‰

78.0‰

Ｈ26 年度
着地見込

対H25
増減

収入 支出

収支赤字
▲1.0

保険料収入
133.4

保険給付費
61.5

保健事業費
9.5

納付金
高齢者医療

負担金
62.7

+0.0‰
+0.0 ‰

+0.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

29.0‰
49.0‰

78.0‰

Ｈ27 年度
予　　算

対H26
増減

収入 支出

収支赤字
▲3.1

保険料収入
140.2

保険給付費
63.9

保健事業費
9.7

納付金
高齢者医療

負担金
68.9

+4.0‰
+2.0 ‰

+2.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

31.0‰
51.0‰

82.0‰

Ｈ28 年度
予　　測

対H27
増減

収入 支出

収支赤字
▲10.3

保険料収入
140.1

保険給付費
66.5

保健事業費
9.9

納付金
高齢者医療

負担金
73.2

+0.0‰
+0.0 ‰

+0.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

31.0‰
51.0‰

82.0‰

Ｈ29 年度
予　　測

対H28
増減

Ｈ28・Ｈ29 年度予測

経

常

収

支

内
部
留
保

26.5 27.8 27.8 27.8

（億円）

（億円）

別途積立金残高

法定準備金残高

（101%）
< 旧基準 >

（154%）
< 旧基準 >

（186%）
< 新基準 >

（182%）
< 新基準 >

－ －
27.8 27.8

（175%）
< 新基準 >

（166%）
< 新基準 >

▲11.3 +5.3 ▲0.3+8.99.2 18.1 23.4 23.1
▲2.2 ▲9.6

20.9 11.3

平成 27年度

PDCAサイクルとは？　― 毎年、以下のサイクルをローリングしていきます！ ―

Act（改善）

●毎年度、効果結果に応
じた保健事業の見直し

Do（実施）

●計画に基づいた効果的
な事業の実施

Check（評価）

●データ分析に基づく事業の効果測
定・評価（費用対効果の要素も含む）

Plan（計画）

●データ分析に基づく事業の立案
　■ 健康課題、事業目的の明確化
　■ データの分析
　■ 費用対効果を考慮した事業の選択

医
療
費
・
健
診
デ
ー
タ
の
活
用


